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 「インドとセーシェル、アサンプション島の海軍

基地共同開発で合意」－2018年 6月 25日、デリー

を訪問中のファルレ・セーシェル大統領とモディ・

インド首相の会談の翌日、インド各紙はこのような

見出しで会談の内容を一斉に報じた。報道によると

合意の内容は、アサンプション島に警戒監視と捜索

救難のための基地を建設するのであるが、防波堤の

補強と滑走路の改修工事に加えて、セーシェル沿岸

警備隊の住宅建設をインドが行い、両国が共同で施

設を利用するというものである。2018 年に入って

インドは、海外の港湾拠点を積極的に開拓している。

3月、フランスとの間で兵站提供相互協定に署名し、

インド洋に浮かぶレユニオン（フランス海外県）の

基地使用が可能となった。5月にはインドネシアと

の間でサバン港の開発について交渉が開始された。

「セーシェルからインドネシアへと延びるインド

の沿岸」などの見出しで、セーシェルとの合意はイ

ンド国内で積極的に評価されている1。 

 アサンプション島の開発に関する合意は、2015

年 3月にセーシェル、モーリシャス、スリランカの

インド洋島しょ国を歴訪したモディ首相とミッ

シェル・セーシェル大統領との間で成立したもので

あったが、その後大統領の交代もあり、セーシェル

議会での批准が遅れていた。セーシェル国内では、

環境への影響やインドの「基地」化への懸念を理由

とする反対運動もみられた。2018 年 1 月、ジャイ

シャンカル・インド外務次官がセーシェルを訪問し

て、セーシェル側の要望を入れた合意の修正案を提

示したが、セーシェル側は合意批准が困難であると

表明していた。 

 今回、合意が最終的なものとなり、アサンプショ

ン島の開発が実行に至れば、インドとセーシェルの

海洋安全保障協力がこれまで以上に進むことにな

ろう。本稿では、セーシェルという小さな国に対す

るインドの関与を見ることによって、インド洋にお

ける「アクセス確保をめぐる政治」の一端を明らか

にしたい。 

 

 

セーシェルは、およそ 115の島で構成される人口

94,000 人の小国である。国土の面積は 460 平方キ

ロメートルであるが、130万平方キロメートルの排

他的経済水域（EEZ）を有する。クレオール（ヨー

ロッパ人とアフリカ人の混血）が住民の多数を占め

ており、インド系住民は 7％ほどである。 

 1814 年のパリ条約で、フランスからイギリスに

割譲されたセーシェルは、イギリス帝国のインド洋

における主要な拠点となった。「スエズ以東撤退」

の発表に先立つ 1965 年、イギリスはセーシェルの

一部の島とモーリシャスのチャゴス諸島とを合わ

せて「英領インド洋地域」を設置したが、その目的

は人口希薄なこれらの島を軍事拠点として維持す

るためであった。衰退するイギリスは、インド洋地

域の防衛責任をアメリカに移譲すべく、積極的な交

渉に乗り出し、1966年、英領インド洋地域に含まれ

るチャゴス諸島のディエゴ・ガルシアを、50 年間

の期限でアメリカに貸与した。またあまり知られて

いないが、1963年、セーシェルのマヘ島に、アメリ

カ空軍の衛星追跡局が設置された。1976 年、セー
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シェルが独立し、英領インド洋地域に組み込まれて

いたアルダブラ諸島、ファークワー諸島、デロー

シュ諸島がセーシェルに返還された後も、マヘ島の

衛星追跡局は、1996年まで存続していた2。 

インド洋の戦略的要衝に位置する地勢を生かし

てセーシェルは、冷戦期に東西両陣営から支援を引

き出してきた。1977 年にクーデタにより政権につ

いたルネ大統領は、タンザニア、キューバなど親ソ

連国家との関係を深める。しかし、社会主義的なレ

トリックにも関わらず、ルネ大統領は、アメリカ、

フランス、イギリスのセーシェルにおける既得権を

維持し、相応の援助を引き出している3。セーシェル

は極端な外交政策をとらず、米ソ英仏との関係のバ

ランスをとる外交につとめた。この地域に対する米

ソの利益は相対的に小さく、これが可能であった。 

 

 

80年代にセーシェルでは、クーデタ計画が繰り

返され、いずれも南アフリカの支援があったと見

られている。1981年から 82年にかけて、南アフ

リカの傭兵としてクーデタを首謀した通称マッ

ド・マイク・ホーアが元イギリス陸軍軍人であっ

たため、ルネ政権は、米英両国が反対勢力を支援

していると深刻に受け止めた。南アフリカは、反

アパルトヘイトを掲げる周辺国家と激しく対立し

ており、この対立が米ソ対立と連動して解釈され

たのである。ソ連は、クーデタ騒動の中、2隻の

駆逐艦をビクトリア港に入港させ、ルネ政権への

支持を示した4。 

インドの対アフリカ外交は、反植民地、反アパ

ルトヘイトを主軸としていたため、ルネ大統領は

インドにも介入を求めたが、インディラ・ガン

ディー・インド首相は介入に消極的であった。そ

の後 84年に政権についたラジーブ・ガンディー・

首相は、より積極的にクーデタ抑止の役割を果た

すようになる。インドはヘリの供給、パイロット

と整備士への訓練及び技術指導を開始、また 6月

に駆逐艦が初訪問したのを皮切りに艦艇の訪問を

活発化させる5。 

1986年 6月、南アフリカの情報機関の支持を受

けたと見られる一派によるクーデタ未遂事件が発

生すると、航行中のインド駆逐艦がビクトリア港

に入港、この船の「修繕」のための「工兵チー

ム」がインドから空路セーシェルに向かった。停

泊中のインド駆逐艦からはシー・キングが離発着

し、市街では 4.5インチ砲の「訓練」が行われる

など、クーデタ勢力に対する事実上の示威行動が

とられた。この間、ソ連の艦艇もビクトリア港に

停泊し、英国艦艇の動きを警戒していた6。 

その 2か月後、ルネ大統領がジンバブエで開催

された非同盟諸国首脳会議出席中に、再度のクー

デタ計画の情報が、ソ連からインドへと伝えられ

た。会議に同席していたガンディー首相は自身の

専用機でルネ大統領をセーシェルに帰国させ、イ

ンド高等弁務官公邸で保護した。結局首謀者はロ

ンドンに亡命し、クーデタは未遂に終わった7。 

ソ連とインドが連携してクーデタ抑止に成功し

た理由は、アメリカとイギリスがクーデタを黙認

していたものの、ルネ政権の打倒までは強く望ん

でいなかったためと考えられる。こうしてインド

は、80年代求められるままに、事実上の体制保障

者となり、セーシェルとの関係を深めていく。一

党独裁体制が安定化した後は、インドの支援は安

保組織への訓練提供へと向かい、1989年には幹部

候補生学校を設立している。 

冷戦終結後、アフリカ諸国では民主化の雪崩現

象が起こり、南アフリカのアパルトヘイト政策も

91年に廃止される。セーシェルでも 91年に複数

政党制に移行し、93年以降選挙が実施されるが、

ルネ大統領は再選を続ける。 

反アパルトヘイトという争点が解消したことか

ら、インドとアフリカ諸国との外交関係は全体的

に後退した。またインド、アフリカ双方における

経済自由化の流れの中で、政治問題よりも経済・

技術協力に焦点が移る8。経済規模の小さいセー

シェルは、希薄化したインドのアフリカ外交の中

でも一段と重要度が低いものとなっていった。 

 

２ インドとセーシェルの「伝統的な」関係  
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インド・セーシェル関係の再構築は、インドが

2003 年頃に開始した、東南アジア諸国やアフリカ

諸国を主たる対象とした防衛協力・防衛交流の一環

として位置づけられる。背景には、第 1にインドが

98年の核実験から 2001年の対テロ戦争の間の移行

期を経て、ようやく冷戦後の外交の方向性を確立さ

せたことがある。第 2 に、2003 年に外貨準備高が

1000 億ドルを超えるなど、91 年に始まるインドの

経済改革の成果が不可逆なものとなり、将来的に高

い成長率を堅持する見通しとなったことがある。イ

ンドは、アフリカとの「伝統的関係」を、グローバ

ルな国際環境の変化に即して再構築するに十分な

資源を保持するにいたったのである。 

2003 年、インドはセーシェルとの間で防衛協力

に関する MOUに署名した。同年インドは、国防省の

年次報告書の中で、アフリカ諸国との「軍事教育訓

練関係」の実績をこれまでになく積極的に打ち出し、

セーシェルのほか、タンザニア、南アフリカなどと

の防衛協力も報告している。また同年次報告書はア

フリカ諸国への「能力構築支援」の拡大にも言及し

ている。インドのアフリカ諸国への再関与の新しい

点は、海洋安全保障の要素が加わった点である。

2003 年 7 月、アフリカ連合（AU）首脳会議開催国

であるモザンビークの要請により、インド海軍はモ

ザンビーク海軍とともに首脳会議開催中、沿岸警備

の任務についた。ジプチとの関係もこの頃から模索

されている9。 

一方セーシェルの側は、2003 年深刻な経済危機

に陥り、在外公館の閉鎖、南部アフリカ開発共同体

（SADC）及び環インド洋地域協力連合（IOR-ARC）

からの脱退など、外交関係の縮小を余儀なくされて

いた10。インド・セーシェル防衛協力 MOUは、財政

難のセーシェルの EEZ 警備をインドが肩代わりす

ることを意味していた。2005年インドは、海軍保有

の哨戒艇タルムギリ（T-64）を、セーシェル沿岸警

備隊に無償で贈与した。セーシェルの要請にインド

が緊急に応じた理由を、中国からセーシェルへの兵

器供給を封じるためだったとする見方もある11。 

2000 年代半ば以降、中国のアフリカ進出と海賊

問題とが、インド・セーシェル関係を大きく変容さ

せる。 

まず中国要因であるが、中国の外交攻勢の一例で

ある中国・アフリカ・サミットが 2006 年に北京で

開催されており、ミッシェル・セーシェル大統領も

これに参加した。その答礼として 2007 年 2 月、胡

錦濤国家主席は南部アフリカ 8 カ国歴訪の最後に

セーシェルを訪問している。胡錦濤国家主席は、

2009 年 2 月のアフリカ歴訪にモーリシャスも加え

ており、インドの視点からは、中国がインド洋にお

ける自国の勢力圏に進出する意図をもつものと理

解された。 

次に海賊問題であるが、2008 年に始まるソマリ

ア沖海賊対処は、セーシェルの戦略的地位を向上さ

せた。海賊行為によって、セーシェルの漁業や観光

業も被害を受けたが、同時にセーシェルは海賊対処

作戦に参加する諸外国海軍の拠点として重視され

るようになった。2009年、アメリカ、フランス、欧

州連合（EU）は、セーシェルとの間に基地使用協定

を締結する。アメリカはマヘ島に UAV 基地を置き、

衛星通信を利用する MALE-UAV Reaper を配備した。

海賊対処が目的であるにせよ、インド洋海域を常時

哨戒することが可能となった12。 

セーシェルはさらに、海賊対処における国際協力

を外交機会につなげた。2010 年 7 月、海洋安全保

障に関する国際シンポジウムを主催し、その席上で

「セーシェルの包括的海洋安全保障行動計画」を発

表した。行動計画には、必要な装備のタイプも含む

セーシェルのニーズ、セーシェル支援のための具体

的な投資プランが提示されており、これを受けて、

各国からの支援が迅速に行われた。アラブ首長国連

邦（UAE）は、沿岸警備隊の設備向上のための 1500

万ドルの資金提供、及び 2隻の沿岸警備艇の贈与を

行った。アメリカは、沿岸警備システム設定のため

３ 海洋安全保障協力と 
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の協力、イギリスは、情報共有センター設置のため

の資金協力、デンマークはセーシェル警察に 3隻の

監視船供与を、それぞれ行った13。 

しかし、中国が海賊対処を名目としてセーシェル

に軍事拠点を確保することに関しては、各国が一様

に警戒を示した。2011年末、梁光烈中国国防部長が

セーシェルを訪問すると、ミッシェル大統領から基

地供与の申し出がなされたとの報道が一斉に伝え

られた。中国は、海賊対処に参加する艦艇の補給や

休養のためであり、「基地」ではないと否定したが、

インドや欧米諸国の警戒は払しょくされなかった

14。 

 

 

 

インドのセーシェルへの関与は、2010 年代に加

速化される。 

2010 年 7 月、アントニー・インド国防相が国防

相としては初めてセーシェルを訪問し、洋上監視の

ために、いずれもインドがライセンス生産している

双発ターボロップ機ドルニエ（DO-228） 1機と、軽

汎用ヘリ・チェタック（SA-316B） 2機の供与を発

表した15。2011年、インド海軍のドルニエの駐機に

関する MOUも署名され、セーシェルにおける訓練や

共同監視が可能となり、2013年には、1機目のドル

ニエが計画より前倒しで引き渡された16。また 2014

年 11 月、インド沿岸警備隊に所属する高速哨戒艇

タラサ（T-94）が、セーシェルに引き渡された。こ

れでインドからの艦艇の無償供与は 2 隻目となっ

た17。 

装備の供与だけでなく、海洋安全保障協力の枠組

み作りでも、インドは自国主導の枠組みにセーシェ

ルとモーリシャスをセットで取り込もうとしてい

る。まず、インドが主催する多国間の海軍共同訓練

ミランに、2012 年からセーシェルとモーリシャス

が招待されている。また、インドが主導するスリラ

ンカ・モルディブとの 3 カ国協力がセーシェルと

モーリシャスにも拡大された。3 カ国の国家安全保

障補佐官レベルの会合（2011 年設置）に、2014 年

からセーシェルとモーリシャスが加わった18。3 カ

国沿岸警備隊の共同訓練 DOSTIについても、2014年

セーシェルとモーリシャスがオブザーバー参加、

2016年には正式参加した19。 

2015 年 3 月、モディ首相のセーシェル訪問は、

海洋安全保障協力におけるセーシェルの第 1 の

パートナーがインドであることを内外に示したも

のであった。「インド洋諸国歴訪」の一環に位置付

けられた訪問において、ドルニエ 2機目の追加供与

が発表され、沿岸監視レーダーの除幕式が行われた。 

冒頭のアサンプション島開発合意をこうした文

脈に置いて見れば、インドがセーシェルの沿岸警備

を特権的に請け負うこと、少なくとも中国の参入を

けん制することが含意されていると解釈できる。 

 

 

セーシェルに対するインドの能力構築支援は、海

洋安全保障の重要性が注目される以前から行われ

ていたものであったが、2000 年代後半から中国の

アフリカ進出、アデン湾における国際的な海賊対処

という要因によって、加速化されるようになった。

またインドは、能力構築支援に加え、インド洋島

しょ国の協力枠組みを自国主導で構築しようとし

ている。 

セーシェルに対するインドの関与の強化から何

が見えるのか。 

第 1に、中国との競合関係である。資源や市場を

求めてアフリカに進出した中国が、海賊対処作戦へ

の参加を通して、海軍のプレゼンスも高めているた

め、インド洋西部におけるアクセスをめぐる競争は

激化している。これをインドの視点から見れば、伝

統的なインドの勢力圏に中国が浸透してきたよう

に映る。セーシェルと同様、インドが体制保証者に

近い役割を果たしてきたモルディブにおいて、ヤミ

ン政権が中国の支援を背景に、インドが供与する汎

用ヘリ・ドゥルーブの供与継続辞退を示唆したこと

は、こうしたインドの認識を増幅させた。インドが

セーシェルのアサンプション島における開発の合

意を急ぐ背景には、こうした対中国認識が存在する。 

４ 加速化するインドの能力構築支援と 

多国間枠組み作り 

おわりに 
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第 2に、関与の対象国たるセーシェルに対する配

慮である。セーシェルは海賊対処において重要な役

割を占め、中国、インドのみならず、アメリカ、フ

ランス、UAEなどからの支援を得ることが可能であ

る。セーシェルが求めているのは、漁業権、環境保

護などを含む広い意味でのオーシャン・ガバナンス

支援である。インドはこれに応じて「ブルー・エコ

ノミー」、すなわち環境保護との調和のとれた海洋

開発にむけた技術支援を行うとしている。支援国間

の競争が存在する中では、被支援国のニーズにきめ

細かく応えることが求められている。 

第 3 に、利益を共有する支援国との協力であり、

特にフランスとの協力が顕在化している。フランス

は、マダガスカルの東と西にレユニオン、マヨット

の２つの島を海外県として領有する。仏印両国に

とって、アフリカ東岸に広がる島しょ国が沿岸警備

能力を備え、この地域の海洋安全秩序を維持するこ
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